大阪府営枚方牧野北第３期高層住宅（建て替え）新築工事（第２工区）
実績申告書作成要領

１．対象工事名　　大阪府営枚方牧野北第３期高層住宅（建て替え）新築工事（第２工区）

２．工事概要　　電子入札公告のとおり

３．実績申告書の作成及び提出について
　A．入札参加者全て
（１） 本工事への入札は、実績申告書における評価点（申告点）の合計が、電子入札公告において入札参加資格として定める評価基準点以上となり、かつ評価基準点以外の全ての入札参加資格を満たす者が参加できるものとする。
なお、実績申告書については、共通入札説明書「１１(３).実績申告書の審査」に定める審査を行うものとし、審査の結果、評価点（申告点）の合計が入札参加資格として定める評価基準点以上とならないことが明らかとなった者の提出された入札書は、無効とする。
（２） 実績申告書の作成及び提出に要する費用は、入札参加者の負担とする。
（３） 実績申告書は、入札参加者（入札参加者が建設工事共同企業体（以下、「共同企業体」という。）の場合は代表構成員とする。）が自ら作成すること。これに違反する事実が判明した場合は、共通入札説明書に定めるところにより、当該実績申告書及び提出された入札書は無効とする。
（４） 入札参加者が入札書提出時に提出する資料は以下のとおりとし、共通入札説明書に定めるシステムにより提出すること。
　実績申告書における評価点（申告点）の自己採点表　（様式１）
なお、自己採点表を提出しなかった場合は、共通入札説明書の規定により入札参加資格を満たさないものとし、入札書は無効とする。

　B．落札候補者のみ
（５） 共通入札説明書に定める事後審査の対象者（以下「落札候補者」という。）が提出する資料は以下のとおりとする。ただし、ウからスについては、落札候補者が申告する項目のみとし、（４）で提出した項目及び内容の変更は原則認めないものとする。
ア　実績申告書の表紙【必須】
イ　自己採点表　（様式１）【必須】
ウ　工事実績調書（企業の施工能力）　（様式２‐①）
エ　工事成績評定点調書、品質管理・環境マネジメント調書（企業の施工能力）　（様式２‐②）
オ　登録基幹技能者調書・１級技能士調書（企業の施工能力）及び資格者証の写し（様式２-③、④）
カ　若手技術者調書（企業の信頼性・社会性）　（様式２-⑤、⑥）
キ　女性技術者調書（企業の信頼性・社会性）　（様式２-⑦、⑧）
ク　「脱炭素化の取組」調書（企業の信頼性・社会性）（様式２-⑨）
ケ　「担い手の確保」調書（企業の信頼性・社会性）（様式２-⑩）
コ　環境マネジメント調書（企業の信頼性・社会性）（様式２-⑪）
サ　障がい者（障害者）雇用状況報告書（企業の信頼性・社会性）（様式２-⑫）
シ 工事実績調書（配置監理技術者の能力）　（様式３‐①）　※１
ス　工事成績評定点又は優良工事表彰・資格・ＣＰＤ取得単位数調書（配置監理技術者の能力）　（様式３‐②）
セ　配置監理技術者等実績等に関する休業の特例に関する申請書　（様式４‐①）
ソ　工事実績調書記載の実績の図面（必要に応じて構造図を添付）　※１
　※１　工事実績を確認できる図面（建物用途、構造、階数、延べ面積等が確認できる図面とする。）を添付すること。ただし、「都市整備部住宅建築局発注工事」の場合は不要とする。
（６） 落札候補者が提出する実績申告書の表紙には、入札参加者の「所在地・商号又は名称・代表者名」を記入すること。これらについて記入漏れがある場合は、共通入札説明書に定めるところにより、当該実績申告書を無効とし、提出された入札書は無効とする。
（７） 実績申告書提出後の当該資料内容の変更は、原則認めないものとする。
（８） 実績申告書は、別紙の様式により作成し、「工事名称、商号または名称、業者番号」並びに右肩に「ページ数／全ページ数（添付図面を含む）」を記載すること。
（９） 実績申告書の提出日、提出方法、質問及び回答は、共通入札説明書及び電子入札公告による。

４．実績申告書について
（１） 実績申告書の作成にあたっては、実績申告書作成要領を熟読した上で作成すること。
（２） 実績申告書の審査の内容については、「７．実績申告書にかかる評価基準」に定める。

５．実績申告書で求める内容等 
（１） 実績申告書において記述を求める項目等は、表1のとおりとする。
（２） 本要領で使用する以下の用語については、次のように定義する。
ア 「CORINS（コリンズ）」とは、工事実績情報サービス入力システム（（一財）日本建設情報総合センター）をいう。
イ　「都市整備部住宅建築局発注工事」とは、旧建築部及び旧住宅まちづくり部（旧タウン推進室の発注工事を除く。）が発注した建築一式工事をいう。
ウ　公共工事とは国、地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、公立大学法人又は地方住宅供給公社が発注した工事をいう。
エ　建物種別の「共同住宅」は、ワンルームマンション、寄宿舎を除く。
オ　建物種別の「事務所等」は、事務所、共同住宅（ワンルームマンション及び寄宿舎を含む。）、学校等をいい、倉庫、車庫、工場及び仮設物を除く。
カ　「倉庫」とは、倉庫業法第２条の規定による施設をいう。
キ　「車庫」とは、自動車や鉄道車両を保管しておくための施設をいう。
ク　改築とは、建築物の全部を除却し、引き続きこれと用途、規模、構造の著しく異ならない建築物を建てることを言う。
ケ　「構造」、「階数」及び「延べ面積」の算定は、建築基準法による。また、増築は、増築部分に限る。
コ　「同種工事Ⓐ」及び「同種工事Ⓑ」は、表２上段及び中段に示す工事とする。
サ　「同種工事Ⓒ」は、電子入札公告で定めている入札参加資格(10)の工事実績とし、表２下段に示す工事とする。


（３） 企業の施工能力（工事実績）として評価の対象となる工事は、表２の「同種工事Ⓐ」及び「同種工事Ⓑ」規模以上の工事実績とし、配置監理技術者の能力（工事実績）として評価の対象となる工事は、表２の「同種工事Ⓐ」規模以上又は「同種工事Ⓒ」規模以上の工事実績とする。
なお、企業の施工能力として評価の対象となる「同種工事Ⓐ」及び「同種工事Ⓑ」は、「同種工事Ⓒ」より大きな規模の工事となるので注意すること。
　また、本調書に記述した物件の図面（建物用途、構造、階数、戸数、延べ面積等が確認できる図面、その他必要な図面の写し）を添付すること。（ただし、「都市整備部住宅建築局発注工事」の工事実績を記載の場合は不要とする。）
（４）　企業の工事実績の対象期間については、コリンズで確認できる公共工事の実績は15年間とし、それ以外（民間工事を含む。）の実績は10年間とする。
（５）　本工事に配置する監理技術者は専任とし、建設業法第26条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号）の配置は認めない。
（６）　配置監理技術者の工事実績の対象期間については、15年間とする。ただし、コリンズで確認できる公共工事の実績に限る。
（７）　企業の施工能力、企業の信頼性・社会性及び配置監理技術者の能力における工事成績評定点の評価対象となる工事は、「大阪府発注工事」（※１）とする。ただし、企業の信頼性・社会性及び配置監理技術者の能力においての対象となる工事実績については、特例監理技術者（専任特例２号含む）の工事実績を除く。
（８）　現場従事技能者（下請企業が配置するものに限る。）に登録基幹技能者及び1級技能士を配置する場合において評価対象とする。なお、評価の対象となる職種等については、Ｐ.６の６．A)企業の施工能力について（2）のとおりとする。また、同一人が登録基幹技能者と1級技能士双方の資格を持っている場合は登録基幹技能者として評価する。
　　　　本調書に記述した登録基幹技能者及び１級技能士については、本実績申告書として資格者証の写しを添付すること。
（９）　３．Ｂ．（５）で指定する実績申告書に欠落がある場合は、共通入札説明書の規定により評価の対象外とし、入札書は無効とする場合がある。
（10）　実績の申告を行う各工事実績調書等に未記入がある場合､その工事実績調書等は評価の対象とせず該当する項目の評価点（申告点）は０点とする場合がある。
（※１）
　　　「大阪府発注工事」とは、大阪府が発注する建設工事のうち、当該案件と同じ大阪府建設工事入札参加登録業種の工事（工事種別（工事内容）が撤去工事（階上解体）および新築、改築、増築又は改修工事を施工するために生じた他の従たる随意契約による工事を除く。）に限るものをいう。以下、この要領において同じ。






表 1　実績申告書において記述を求める項目等
	
項目
	記述すべき事項

	Ａ）　企業の施工能力
	①工事実績
様式2-①
	平成28年4月1日(コリンズで確認できる公共工事は平成23年4月1日)から参加資格確認申請書提出日までに元請として施工した表２に示す「同種工事Ⓐ」及び「同種工事Ⓑ」規模以上の実績又は「同種工事Ⓒ」規模以上の実績について、その工事の工事概要等を記入すること。また、実績についての図面の写しを添付すること。（「都市整備部住宅建築局発注工事」の工事実績を記載の場合は不要。）

	
	②工事成績評定点または
優良工事表彰
様式　2-②
	工事成績評定点を選択した場合は、平成23年4月1日から令和8年8月17日までに完成検査を受けた「大阪府発注工事」の工事成績評定点について記入すること。
なお、上記期間内に複数の工事実績がある場合は、直近の工事成績評定点について記入すること。
また、工事成績評定点について同じ日に複数の完成検査を受けている場合は平均点を記載すること。
優良工事表彰を選択※した場合は、令和６年度又は令和７年度に受けた「大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室発注工事」の受賞実績について記入すること。
なお、上記期間内に複数の受賞実績がある場合は、選択して記入すること。
※以下の場合は優良工事表彰を選択できない。
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた場合で、公告日の前々年度の4月1日から公告日までの間に当該入札参加停止措置の措置期間の最終日が属するとき
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた案件において、表彰を受賞した場合
ただし、令和6年9月17日から令和8年9月17日までに通知を受けた「大阪府発注工事」の工事成績評定点が65点未満 の工事実績がある場合は、その工事成績評定点（２件以上ある場合、最も低い点数）を記入すること。なお、この場合における「大阪府発注工事」の工事成績評定点については、工事種別（工事内容）が撤去工事（階上解体）の工事成績評定点を含むものとする。（優良工事表彰の選択は不可）

	
	③品質確保
(1)品質管理（建設業に係るもの）
様式　2-②
	ISO 9001の取得の有無について記入すること。
評価の対象は、建設業に係る認証を取得しているものであり、本府と契約する本店・支店・営業所等が認証の範囲に含まれているものに限る。

	
	③品質確保
(2)現場従事技能者の配置
様式2-③、2-④
	登録基幹技能者、１級技能士の配置について記入すること。
下請企業が配置する現場従事技能者に登録基幹技能者及び１級技能士を配置する場合は評価する。
本調書に記述した登録基幹技能者及び1級技能士については、本実績申告書として資格者証の写しを添付すること。

	Ｂ）　企業の信頼性・社会性
	①若手技術者
の育成・活躍
　様式2-⑤、2-⑥
	若手技術者（40歳以下）及び補助者の配置について記入すること。
過去15年間(この期間に産前・産後・育児休業、及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を加えることができる。)に現場代理人又は監理技術者として「大阪府発注工事」における「同種工事Ⓒ」規模以上の工事で80点以上の工事成績評定点」の実績を有する者を「技術力を有する現場代理人(補助者)」として配置する場合、「同種工事Ⓒ」規模以上の実績について、その工事の工事概要等を記入すること。ただし、当該工事契約期間の全期間に従事した実績のみを評価の対象とする。

	
	②女性技術者
の育成・活躍
　様式2-⑦、2-⑧
	女性技術者、補助者の配置について記入すること。
過去15年間(この期間に産前・産後・育児休業、及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を加えることができる。)に現場代理人又は監理技術者として「大阪府発注工事」における「同種工事Ⓒ」規模以上の工事で80点以上の工事成績評定点」の実績を有する者を「技術力を有する女性技術者」又は「技術力を有する現場代理人(補助者)」として配置する場合、「同種工事Ⓒ」規模以上の実績について、その工事の工事概要等を記入すること。ただし、当該工事契約期間の全期間に従事した実績のみを評価の対象とする。

	
	③脱炭素化の
取組
様式2‐⑨
	SBT認定若しくはRE100、再エネ100宣言に基づくRE Actionへの参加、大阪府気候変動対策の推進に関する条例に基づく対策計画書の届出について記入すること。また、取組を確認できる資料の写しを添付すること。

	
	③担い手の確保
様式2-⑩
	単体企業又は共同企業体の代表構成員が参加資格確認書提出日までに、建設キャリアアップシステム（CCUS）の事業者登録を完了しており、本工事の現場にカードリーダー等の設置を行う。

	
	④環境マネジメント様式2‐⑪
	ISO 14001の取得の有無について記入すること。
評価の対象は、建設業に係る認証を取得しているものであり、本府と契約する本店・支店・営業所等が認証の範囲に含まれているものに限る。

	
	⑤大阪府施策
に対する取組
様式2-⑫
	障がい者の実雇用率について記入すること。
また、障がい者の実雇用率を確認できる資料の写しを添付すること。

	Ｃ）配置監理技術者の能力
	①工事実績
様式 3-①
	平成23年4月1日から参加資格確認申請書提出日まで(この期間に産前・産後・育児休業、及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を加えることができる。)に監理技術者等として従事した表２に示す「同種工事Ⓐ」規模以上の実績又は「同種工事Ⓒ」規模以上の実績について、その工事の工事概要等を記入すること。ただし、監理技術者等の工事実績は、「CORINS(コリンズ)」で確認できる公共工事とし、かつ当該工事契約期間の全期間に従事した実績のみを評価の対象とする。なお、特例監理技術者（専任特例２号含む）の工事実績については評価の対象としない。
また、実績についての図面の写しを添付すること。（「都市整備部住宅建築局発注工事」の工事実績を記載の場合及びＡ）①と同じ実績の場合は不要。）

	
	②工事成績評定点または
優良工事表彰
様式3-②
	工事成績評定点を選択した場合は、平成23年4月1日から令和8年8月17日まで(この期間に産前・産後・育児休業、及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を加えることができる。)に監理技術者として完成検査を受けた「大阪府発注工事」の工事成績評定点について記入すること。
なお、上記期間内に複数の工事実績がある場合は、直近の工事成績評定点について記入すること。
ただし、建設業法第26条第３項第１号及び第２号に規定する監理技術者（専任特例１号及び専任特例２号）並びに建設業法第26条の５に規定する監理技術者として従事した工事実績については、評価の対象としない。
優良工事表彰を選択※した場合は、令和６年度又は令和7年度に受けた「大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室発注工事」の受賞実績について記入すること
なお、上記期間内に複数の受賞実績がある場合は、選択して記入すること。
※以下の場合は優良工事表彰を選択できない。
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた場合で、公告日の前々年度の4月1日から公告日までの間に当該入札参加停止措置の措置期間の最終日が属するとき
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた案件において、表彰を受賞した場合
ただし、令和6年9月17日から令和8年9月17日までに通知を受けた「大阪府発注工事」の工事成績評定点が65点未満の工事実績がある場合は、その工事成績評定点（２件以上ある場合、最も低い点数）を記入すること。お、この場合における「大阪府発注工事」の工事成績評定点については、工事種別（工事内容）が撤去工事（階上解体）の工事成績評定点を含むものとする。（優良工事表彰の選択は不可）
なお、この場合の工事実績については、特例監理技術者として従事した場合も含む。

	
	③資格の有無
様式 3-②
	配置監理技術者が有する資格について記入すること。

	
	④継続教育
様式 3-②
	配置監理技術者が取得したCPD（継続教育）取得単位について記入すること。




表　2　評価対象となる「同種工事」
	種別
項目
	「共同住宅」
	「事務所等」

	同種工事Ⓐ
	階数
	地上14階建以上
	地上14階建以上

	
	構造
	SRC造又はRC造
	SRC造又はRC造

	
	戸数又は延べ面積
	83戸以上
	5,224㎡以上

	同種工事Ⓑ
	階数
	地上12階建以上
	地上12階建以上

	
	構造
	SRC造又はRC造
	SRC造又はRC造

	
	戸数又は延べ面積
	67戸以上
	4,180㎡以上

	同種工事Ⓒ
	階数
	地上８階建以上
	地上８階建以上

	
	構造
	SRC造又はRC造
	SRC造又はRC造

	
	戸数又は延べ面積
	50戸以上
	3,135㎡以上



※１　工事実績は、新築、改築、増築（増築部分に限る。）工事とする。
※２　いずれの工事も平成28年4月1日 (コリンズで確認できる公共工事の工事実績は平成23年4月1日)から参加資格確認申請書の提出日までの間に完成、引渡しが完了している1契約の工事であること。
※３　構造、階数及び延べ面積の算定は建築基準法による。
※４　完成検査を受けた日とは、工事完成検査終了日をいう。
※５　監理技術者等とは単体企業の監理技術者、現場代理人又は主任技術者並びに共同企業体構成員の監理技術者、現場代理人又は主任技術者をいう。
６．　A)企業の施工能力について
（１）　表１の「A)　企業の施工能力」（様式２‐①、②）を評価点（申告点）の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
ア 工事実績調書に建物用途、構造、階数、戸数、延べ面積等が確認できる図面を添付すること。（記載内容が確認できればA3縮小図でも可。）
工事実績調書に工事実績を記述したにもかかわらず、アに規定する図面が添付されていなかった場合、その工事実績調書は評価の対象とせず評価点（申告点）は0点とする。
工事実績が「都市整備部住宅建築局発注工事」の場合、図面の添付は不要とする。
イ 落札候補者には、電子入札公告に記載する日時までに各実績等の根拠資料（以下「事後審査資料」という。）の提出を求め、工事実績調書等の内容審査（以下「事後審査」という。）を行う。
ウ 「都市整備部住宅建築局発注工事」の工事実績及び「大阪府発注工事」の工事成績評定点については、実績申告書受領後、本府の資料を基にあらかじめ確認し評価する。工事実績が「都市整備部住宅建築局発注工事」以外の場合、提出された資料を基に評価するが、事後審査の結果、評価対象とならないことが判明した時点で評価点（申告点）を減点修正する。
エ 事後審査の結果、事後審査資料と様式２‐①、②に記載されている内容に相違があることが判明した場合は失格とする場合があり、その者の行った入札書を無効とする場合がある。また、虚偽の書類等を提出した場合は、大阪府入札参加停止要綱に基づき入札参加停止の措置を講じる場合がある。
オ 入札参加者が共同企業体の場合は、代表構成員の実績等についてのみ評価する。また、当該代表構成員が過去に別の共同企業体構成員又は組合員として施工した工事実績も評価の対象とする。
カ 評価の対象とする工事実績が共同企業体で施工した実績による場合、その取扱は以下のとおりとする。
■ 当該共同企業体における出資比率が20%以上であること。
■ 工事実績（戸数又は延べ面積）は、下式により算出した数値（小数点以下切捨て）
（ただし、共同企業体としての工事実績（100％）を上限とする。）を記入すること。
工事実績（戸数又は延べ面積）＝
共同企業体の工事実績（戸数又は延べ面積）×共同企業体での出資比率×2.0
· 工事成績評定点は、共同企業体としての工事成績評定点を評価する。


（２） 表１の「A)　企業の施工能力」（様式２‐③、④）を評価点（申告点）の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
ア　落札候補者には、電子入札公告に記載する日時までに各資格者証（写し）の提出を求め、事後確認を行う。
イ 登録基幹技能者、1級技能士については下請企業が配置する現場従事技能者とし、以下のとおりとする。
· 指定職種にかかる全工事期間について従事できるものであること。
· 本工事の評価点（申告点）対象職種の登録基幹技能者及び1級技能士届出者が、現場内で確認できるように、職種及び会社名、氏名、資格番号を明記し、顔写真添付のうえ、工事関係者が見やすい場所に提示すること。
· 実績申告書において申告した配置予定の技術者等を配置できなかった場合、以下のとおり申告内容に対する達成率を基に工事成績評定点を減点する。
· 工事成績評定点の減点
【評価と同等以上の登録基幹技能者、1級技能士を配置できなかった場合の措置】
工事成績評定点の減点   達成率　70％未満　　　・・・５点減点
達成率　70～90％未満・・・３点減点
達成率　90～100％未満・・１点減点
　　　　　　　　※達成率とは、履行確認項目の達成状況に対する評価点（申告点）を履行確認項目の審査において付与された評価点（申告点）で除した率（百分率）をいう。
· 登録基幹技能者調書（様式２‐③）において評価対象となる職種は、
· （１）鉄筋（２）型枠（３）基礎工とする。
適用する登録基幹技能者の職種の数で評価点（申告点）を加算する。ただし、各職種1名までとする。
· 1級技能士調書（様式２‐④）において評価対象となる技能士は、
（1）左官（2）防水施工（3）塗装（4）サッシ施工とする。
適用する技能士の職種の数で評価点（申告点）を加算する。ただし、評価するのは各職種1名までとし、指定職種を配置できない場合、特記仕様書で配置を義務付けしている１級技能士の職種（鉄筋・型枠）についても、２名以上配置する場合は評価する。

　　 B）企業の信頼性・社会性について
（１） 表１の「B)　企業の信頼性・社会性」（様式２‐⑤、⑥、⑦、⑧）を加算点の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
ア　落札候補者には、電子入札公告に記載する日時までに各資格者証（写し）の提出を求め、事後確認を行う。
イ　若手技術者（補助者を含む）、女性技術者（補助者を含む）を配置する場合に評価する。
ウ　補助者とは若手技術者、女性技術者の育成・活躍のため技術的な観点から補助する技術者をいう。
なお、若手技術者と女性技術者の補助者は、同一人物でも可とする。
エ　一人の配置技術者が若手技術者(様式２-⑤)と女性技術者(様式２-⑦)の両方に該当する場合は、いずれかのみ加点する。
オ　技術力を有する女性技術者、技術力を有する現場代理人（補助者）とは、参加資格確認申請書提出日から起算して過去15年間に元請として完成及び引渡しが完了している１契約による「同種工事Ⓒ」規模以上における「大阪府発注工事」の工事実績で80点以上の工事成績評定点の実績がある者、若しくは、監理技術者として契約工期の初日（令和9年４月12日予定）の時点において10年以上の経験がある者とする。なお、工事成績評定点を評価する期間に、配置監理技術者、技術力を有する現場代理人（補助者）及び技術力を有する女性技術者が産前・産後・育児休業及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を評価対象期間に加えることができる。このことについて申請する場合は、様式４-１「配置監理技術者等実績等に関する休業の特例に関する申請書」を提出すること。
また、工事実績は、単体企業、共同企業体代表構成員又は共同企業体構成員（当該共同企業体での出資比率が20％以上のものに限る。）にて現場代理人又は監理技術者として従事した実績を対象とし、他社で従事した実績も評価の対象とする。ただし、全工事期間を通して従事した場合に限る。
カ　現場代理人として従事した同種工事Ⓒ規模以上の経験の評価は、当該工事の施工時において主任技術者を配置できる場合の国家資格を有していた場合に限る。
キ　入札参加者が共同企業体の場合、若手技術者、女性技術者、技術力を有する現場代理人は、代表構成員又は他の構成員が配置する者を評価対象とする。ただし、当該技術者又は補助者を監理技術者として配置する場合は代表構成員が配置し、補助者を主任技術者（国家資格を有するものに限る。）として配置する場合は他の構成員が配置すること。
ク　落札候補者が選任した若手技術者（補助者含む）、女性技術者（補助者含む）について事後審査を行う。事後審査資料は、健康保険被保険者証、各資格者証等の関係書類とする。（写しを提出）
ケ　工事成績評定点については、実績申告書受領後、本府の資料を基にあらかじめ確認し評価する。事後審査の結果、評価対象とならないことが判明した時点で評価点（申告点）を減点修正する。
コ 事後審査の結果、事後審査資料と様式２‐⑤、⑥、⑦、⑧に記載されている内容に相違があることが判明した場合は失格とする場合があり、その者の行った入札書を無効とする場合がある。また、虚偽の書類等を提出した場合は、大阪府入札参加停止要綱に基づき入札参加停止の措置を講じる場合がある。
サ　企業の信頼性・社会性について、実績申告書により申告した場合、受注者が評価と同等以上の若手技術者、女性技術者又は補助者を配置できなかった場合は、工事成績評定点を５点減点する。

（２）　別紙一覧表の「B)企業の信頼性・社会性」（様式２-⑨）を評価点（申告点）の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
ア　参加資格確認申請書提出日までに、建設キャリアアップシステム（CCUS）の事業者登録が完了していること。入札参加者が共同企業体の場合は、代表構成員が事業者登録していること。
イ　落札候補者には、参加資格確認申請書提出日までに、建設キャリアアップシステム（CCUS）の事業者登録が完了していることが確認できる資料として、電子入札公告に記載する日時に、以下のいずれかの確認書類の提出を求め、事後確認を行う。
　　　　　・事業者登録完了メールの写し
　　　　　・建設キャリアアップシステムの事業者情報画面の写し
　　　　　・事業者登録完了のお知らせ（はがき）の写し
　　　　　・その他、事業者登録が確認できるもの
ウ　本工事の現場にカードリーダー等を設置する場合の「カードリーダー等」とは、技能者の現場への入退場情報を処理できる機器（顔認証式やカードタッチ式等）のことをいう。
　　エ　評価した内容を確認できない場合、工事成績点を５点減点する。

（３）　表１の「B)企業の信頼性・社会性」（様式２-⑪）を加算点の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
　　ア　実雇用率が障がい者の法定雇用率（2.7%）を超えている場合に加算の対象とする。
　　イ　法定の障害者雇用状況報告書の提出義務のある事業主においては、障害者雇用状況報告書の「⑬実雇用率」欄の数を様式２-⑪に記載すること。ただし、「⑬実雇用率」欄の記載が「2.7％」の場合は、「⑫計」欄÷「⑩(ニ)法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数」欄×100の数について、2.7％を超えていることがわかる小数点以下の桁数まで記載すること。

　　　Ｃ）配置監理技術者の能力について
表１の「Ｃ)　配置監理技術者の能力」（様式３‐①、②）を評価点（申告点）の対象として資料を作成する場合、以下の点に注意すること。
ア　工事実績調書に建物用途、構造、階数、戸数、延べ面積等が確認できる図面を添付すること。（記載内容が確認できればA3縮小図でも可。）
工事実績調書に工事実績を記述したにもかかわらず、アに規定する図面が添付されていなかった場合、その工事実績調書は評価の対象とせず該当する項目の評価点（申告点）は0点とする。
工事実績が「都市整備部住宅建築局発注工事」の場合、図面の添付は不要とする。
イ　配置監理技術者の工事実績は、特例監理技術者（専任特例２号含む）として従事した工事実績を除く。
ウ　配置監理技術者の工事実績は、当該工事契約期間の全期間に従事した実績に限る。
エ　過去15年間の工事実績及び工事成績評定点を評価する期間に、配置監理技術者が産前・産後・育児休業及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を評価対象期間に加えることができる。このことについて申請する場合は、様式４-①「配置監理技術者等実績等に関する休業の特例に関する申請書」を提出すること。
オ　配置監理技術者が取得したＣＰＤ（継続教育）取得単位について、以下の（ア）又は（イ）のいずれかによるＣＰＤ実績証明書の写しを添付すること。なお、取得単位は、令和7年9月17日から令和8年9月17日までに取得した単位数とする。取得単位がない場合は添付不要とする。
（１認定時間＝取得単位１）
（ア）建築ＣＰＤ運営会議（建築･設備関連団体等で構成）による「建築ＣＰＤ情報提供制度」
詳しくは、事務局である（公財）建築技術教育普及センターのホームページ
https://www.jaeic.or.jp/navi_cpd/kcpd/cpd_member.html　を参照
なお、実績証明書は同センターの発行する 様式３－５ とすること。
（イ）「建築士会ＣＰＤ制度」 ただし、建築ＣＰＤ情報提供制度認定のプログラムに限り、その旨が記載されているものとする。詳しくは、（公社）日本建築士会連合会または各都道府県建築士会に問い合わせのこと。
なお、上記（ア）又は（イ）により取得した単位数12以上で、そのうち３単位以上は（公社）大阪府建      築士会が主催する「建設工事の安全・健康確保講習会」によるものとし、受講が確認できるＣＰＤ実績証明書の写しを提出すること。また、証明書の発行機関が認めた時間（認定時間）を取得単位とする。
カ　落札候補者が選任した配置監理技術者について事後審査を行う。事後審査資料は、各資格者証等、施工内容が確認できる工事の契約関係書類及びＣＰＤ実績証明書の写しとする。
キ　工事実績が「都市整備部住宅建築局発注工事」の場合及び「大阪府発注工事」の工事成績評定点については、実績申告書受領後、本府の資料を基にあらかじめ確認し評価する。工事実績が「都市整備部住宅建築局発注工事」以外の場合、提出された資料を基に評価するが、事後審査の結果、評価対象とならないことが判明した時点で評価点（申告点）を減点修正する。
ク　事後審査の結果、様式３-①、②に記載されている内容に相違があることが判明した場合は失格とする場合があり、その者の行った入札書を無効とする場合がある。また、虚偽の書類等を提出した場合は、大阪府入札参加停止要綱に基づき入札参加停止の措置を講じる場合がある。
ケ　入札参加者が共同企業体の場合は、代表構成員の配置する監理技術者の工事実績を評価対象とする。ただし、配置監理技術者の実績については単体企業及び共同企業体構成員（当該共同企業体での出資比率が20％以上のものに限る。）の監理技術者、現場代理人又は主任技術者として従事した実績を対象とする。また、他社で従事した実績も評価の対象とする。
コ　現場代理人として従事した同種工事等の経験の評価は、当該工事の施工時において主任技術者を配置できる場合の国家資格を有していた場合に限る。
・　配置監理技術者は、契約工期の初日（令和9年４月12日予定）において他の工事に従事していないことを確認できる者に限る。
サ　配置監理技術者の能力について、実績申告書により申告した場合、受注者が配置監理技術者又は評価と同等以上の監理技術者を配置できなかった場合は、工事成績評定点を5点減点する。

７．実績申告書にかかる評価基準-10-

（１）実績申告書にかかる評価項目、評価基準及び評価点（申告点）の配点は、表3のとおりとする。
（２）実績申告書の作成にあたっては、当該作成要領（電子入札公告等）で求められた期日を基点として記入すること。なお、特に記載が無い場合は、本件参加資格確認申請書の提出日を基点とする。
表 3
	分類
	評価項目
	評価内容・評価基準
	配点
	得点

	Ａ）　企業の施工能力について
	① 工事実績
	過去15年間の
同種工事の工事実績
	「同種工事Ⓐ」同種工事規模以上の工事実績あり
	３
	／３

	
	
	
	「同種工事Ⓑ」同種工事規模の80％以上で
「同種工事Ⓐ」規模未満の工事実績あり
	２
	

	
	②・③のいずれか選択
	② 工事成績
評定点 
※１
	過去15年間の「大阪府発注工事」の
工事成績評定点
	85点以上
	３
	／３

	
	
	
	
	80点以上85点未満
	２
	

	
	
	
	
	75点以上80点未満
	１
	

	
	
	
	
	65点以上75点未満又は実績なし
	０
	

	
	
	
	
	65点未満　※１
	-３
	

	
	
	③ 優良工事表彰
受賞実績
	過去２年間の都市整備部長表彰
若しくは公共建築室長表彰の受賞実績
	都市整備部長受注者表彰
	３
	

	
	
	
	
	公共建築室長受注者表彰
	２
	

	
	④ 品質確保
	(1)品質管理
	ISO9001認証取得の有無（建設業に関するもの）
	ISO 9001認証取得あり
	0.5
	／2.5

	
	
	(2)現場従事技能者の配置
	登録基幹技能者
	配置工種（最大３職種）×0.4点
	1.2
	

	
	
	
	1級技能士
	配置工種（最大４職種）×0.2点
	0.8
	

	Ｂ）　企業の信頼性・社会性について
	①～③のうち２項目を選択
	
① 若手技術者
の育成・活躍
※７　※８
	若手技術者（40歳以下※３）を監理技術者として配置し、
かつ補助者として技術力を有する現場代理人を配置する
	１
	／１

	
	
	
	若手技術者（40歳以下※３）を現場代理人として配置し、
かつ補助者として監理技術者又は主任技術者を配置する
	１
	

	
	
	
	若手技術者（40歳以下※３）を担当技術者として配置し、
かつ補助者として監理技術者又は現場代理人を配置する
	0.5
	

	
	
	② 女性技術者
の育成・活躍
※７　※８
	技術力を有する女性技術者を監理技術者又は現場代理人として配置する
	１
	／１

	
	
	
	女性技術者を監理技術者として配置し、
かつ補助者として技術力を有する現場代理人を配置する
	１
	

	
	
	
	女性技術者を現場代理人として配置し、
かつ補助者として監理技術者又は主任技術者を配置する
	１
	

	
	
	
	女性技術者を担当技術者として配置し、
かつ補助者として監理技術者又は現場代理人を配置する
	0.5
	

	
	
	③ 脱炭素の
取組評価
	SBT認定若しくはRE100、再エネ100宣言に基づくRE Actionへの参加、
大阪府気候変動対策の推進に関する条例に基づく対策計画書の届出のいずれかあり
	1
	

	
	④ 担い手の確保
※９
	担い手の確保及び
定職率の向上
	建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の活用
	１
	／１

	
	⑤ 環境マネジメント
	ISO14001認証取得の有無（建設業に関するもの）
	ISO14001認証取得あり
	0.5
	／0.5

	
	⑥ 大阪府施策に
対する取組
	障がい者の雇用状況
	障がい者の実雇用率が法定雇用率を超えている
	１
	／１

	Ｃ）　配置監理技術者の能力について
	① 工事実績
	過去15年間の監理（主任）技術者若しくは現場代理人として従事した工事実績
※４ ※５ ※６
	同種工事規模以上の工事実績
	３
	／３

	
	
	
	同種工事Ⓒ規模以上で同種工事規模未満の工事実績
	1.5
	

	
	②・③のいずれか選択
	② 工事成績
評定点 
※２　※４
	過去15年間の監理技術者として従事した「大阪府発注工事」の工事成績評定点
	85点以上
	３
	／３

	
	
	
	
	80点以上85点未満
	２
	

	
	
	
	
	75点以上80点未満
	１
	

	
	
	
	
	65点以上75点未満又は実績なし
	０
	

	
	
	
	
	65点未満　※１
	-３
	

	
	
	③ 優良工事表彰
受賞実績
	過去２年間の都市整備部長表彰若しくは公共建築室長表彰の受賞実績
	都市整備部長配置技術者表彰
	３
	

	
	
	
	
	公共建築室長配置技術者表彰
	２
	

	
	④ 資格
	保有する資格
	１級建築士かつ１級建築施工管理技士
	１
	／１

	
	⑤ 継続教育
	過去１年間継続教育（CPD）の取得単位数が12単位以上
（うち現場での工事事故防止に関するもの３単位以上）
	１
	／１

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計点
	
	／２１


・本工事に配置する監理技術者は専任とし、建設業法第26条第３項ただし書の規定を受ける監理技術者（以下、「特例監理技術者」という。）の配置は認めない。
・監理技術者としての工事実績は、特例監理技術者の工事実績を除くものとする。

※１　「工事成績評定点に係る減点」に係る留意事項
電子入札公告にて定める「評価基準点」を入札参加者が申請した「評価点（申告点）」の合計が上回る場合、入札参加資格を満たすものとする。ただし、事後審査時で入札公告日から２ヵ年以前の日までの間に65点未満の工事成績評定点がある場合は、企業の成績で「－３」、配置予定監理技術者の工事成績評定点で「－３」となるため、入札参加者が申請した「評価点（申告点）」の合計が「評価基準点」を下回り「無効」となるので、十分留意すること。
※２　工事成績評定点は、平成23年4月1日から令和8年8月17日までに完成検査を受けた「大阪府発注工事（当該案件と同じ大阪府建設工事入札参加登録業種の工事（工事種別（工事内容）が撤去工事（階上解体）および新築、改築、増築又は改修工事を施工するために生じた他の従たる随意契約による工事を除く。）に限る）」のうち、直近の工事成績評定点を評価する。ただし、令和6年9月17日から令和8年9月17日までに65点未満の工事実績がある場合は、その工事成績評定点を評価する。
「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について（平成29年１月10日　公共建築室ホームページ公表）」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該工事の成績評定点とみなす。（平成28年4月1日以降に完成検査を実施する案件から適用）
※３　若手技術者(40歳以下)とは、契約工期の初日（令和9年４月12日予定）において40歳以下である技術者をいう。
※４　評価対象期間に産前・産後・育児休業及び介護休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間を工事実績の対象期間に加えることができる。
※５　監理技術者等の工事実績の対象期間について、公共工事の実績は15年間とする。ただし、コリンズで確認できる実績に限る。
※６　現場代理人を評価する際は、主任技術者を配置できる場合の国家資格を有している場合に限る。
※７ 「技術力を有する」とは、「同種工事の施工実績」、「80点以上の工事成績評定点（随意契約除く）」又は「監理技術者として10年以上の経験」を有することをいう。
※８　一人の配置技術者が「若手技術者」と「女性技術者」の両方に該当する場合は、いずれかのみを加点する。
※９　「担い手の確保」とは、元請において参加資格確認申請書提出日までに建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の事業者登録が完了し、かつ、本工事において、現場にカードリーダー等（技能者の現場への入退場情報を処理できる機器（顔認証式やカードタッチ式等））の設置をすることを言う。
※10　「同種工事Ⓐ」とは、対象建築物と同じ階数のものを示し、「同種工事Ⓑ」とは、対象建築物の階数と同種工事Ⓒの中間階数する。（端数切り上げ）
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